
（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】                  － 【負債の部】                  －

　固定資産          57,215,271 　固定負債           9,607,689

　　有形固定資産          51,157,380 　　地方債等           8,724,320

　　　事業用資産          17,634,404 　　長期未払金                  －

　　　　土地           2,272,878 　　退職手当引当金               9,370

　　　　立木竹           2,330,532 　　損失補償等引当金                  －

　　　　建物          30,603,283 　　その他             873,999

　　　　建物減価償却累計額        △17,920,689 　流動負債             982,799

　　　　工作物             640,825 　　1年内償還予定地方債等             759,056

　　　　工作物減価償却累計額           △292,426 　　未払金              35,574

　　　　船舶                  － 　　未払費用                  －

　　　　船舶減価償却累計額                  － 　　前受金                  －

　　　　浮標等                  － 　　前受収益                  －

　　　　浮標等減価償却累計額                  － 　　賞与等引当金             173,058

　　　　航空機                  － 　　預り金              15,110

　　　　航空機減価償却累計額                  － 　　その他                  －

　　　　その他                  － 負債合計          10,590,487

　　　　その他減価償却累計額                  － 【純資産の部】                  －

　　　　建設仮勘定                  － 　固定資産等形成分          58,255,407

　　　インフラ資産          33,028,409 　余剰分（不足分）         △7,996,449

　　　　土地           2,184,762 　他団体出資等分                  －

　　　　建物             735,716

　　　　建物減価償却累計額           △509,250

　　　　工作物          83,959,902

　　　　工作物減価償却累計額        △53,342,720

　　　　その他                  －

　　　　その他減価償却累計額                  －

　　　　建設仮勘定                  －

　　　物品           3,063,994

　　　物品減価償却累計額         △2,569,427

　　無形固定資産              12,125

　　　ソフトウェア              11,995

　　　その他                 131

　　投資その他の資産           6,045,765

　　　投資及び出資金              51,264

　　　　有価証券              12,490

　　　　出資金              38,774

　　　　その他                  －

　　　投資損失引当金             △1,558

　　　長期延滞債権              76,122

　　　長期貸付金              15,740

　　　基金           5,585,424

　　　　減債基金             726,189

　　　　その他           4,859,235

　　　その他             322,680

　　　徴収不能引当金             △3,907

　流動資産           3,634,175

　　現金預金             791,769

　　未収金              97,880

　　短期貸付金                  －

　　基金           1,040,136

　　　財政調整基金             848,406

　　　減債基金             191,730

　　棚卸資産              86,260

　　その他           1,618,150

　　徴収不能引当金                △20

　繰延資産                  － 純資産合計          50,258,958

資産合計          60,849,445 負債及び純資産合計          60,849,445

全体

全体貸借対照表
（令和3年03月31日 現在）



全体

（単位：千円）

科目 金額

経常費用                     10,673,625

　業務費用                      7,187,757

　　人件費                      2,457,913

　　　職員給与費                      2,094,876

　　　賞与等引当金繰入額                        168,345

　　　退職手当引当金繰入額                          1,488

　　　その他                        193,204

　　物件費等                      4,609,639

　　　物件費                      1,758,222

　　　維持補修費                        429,906

　　　減価償却費                      2,421,314

　　　その他                            196

　　その他の業務費用                        120,204

　　　支払利息                         56,572

　　　徴収不能引当金繰入額                          3,603

　　　その他                         60,030

　移転費用                      3,485,868

　　補助金等                      3,086,561

　　社会保障給付                        380,529

　　他会計への繰出金                             －

　　その他                         18,778

経常収益                      1,150,719

　使用料及び手数料                        760,920

　その他                        389,799

純経常行政コスト                      9,522,906

臨時損失                        646,000

　災害復旧事業費                         11,220

　資産除売却損                            512

　投資損失引当金繰入額                          1,558

　損失補償等引当金繰入額                             －

　その他                        632,711

臨時利益                         15,072

　資産売却益                         15,072

　その他                             －

純行政コスト                     10,153,834

全体行政コスト計算書
自 令和2年04月01日

至 令和3年03月31日



（単位：千円）

固定資産等形成分 余剰分（不足分） 他団体出資等分

前年度末純資産残高 50,473,283 58,643,653 △8,170,370 －

　純行政コスト（△） △10,153,834 △10,153,834 －

　財源 9,508,493 9,508,493 －

　　税収等 6,082,518 6,082,518 －

　　国県等補助金 3,425,975 3,425,975 －

　本年度差額 △645,341 △645,341 －

　固定資産等の変動（内部変動） △819,137 819,137 －

　　有形固定資産等の増加 1,358,442 △1,358,442 －

　　有形固定資産等の減少 △2,446,288 2,446,288 －

　　貸付金・基金等の増加 616,754 △616,754 －

　　貸付金・基金等の減少 △348,045 348,045 －

　資産評価差額 － －

　無償所管替等 429,556 429,556

　他団体出資等分の増加 － －

　他団体出資等分の減少 － －

　その他 1,460 1,335 125

　本年度純資産変動額 △214,325 △388,246 173,921 －

本年度末純資産残高 50,258,958 58,255,407 △7,996,449 －

全体

全体純資産変動計算書
自 令和2年04月01日

至 令和3年03月31日

科目 合計



全体

（単位：千円）

科目 金額

【業務活動収支】                             －

　業務支出                      8,144,581

　　業務費用支出                      4,658,713

　　　人件費支出                      2,356,556

　　　物件費等支出                      2,185,962

　　　支払利息支出                         56,572

　　　その他の支出                         59,624

　　移転費用支出                      3,485,868

　　　補助金等支出                      3,086,561

　　　社会保障給付支出                        380,529

　　　他会計への繰出支出                             －

　　　その他の支出                         18,778

　業務収入                      9,512,241

　　税収等収入                      6,065,385

　　国県等補助金収入                      2,268,172

　　使用料及び手数料収入                        795,427

　　その他の収入                        383,256

　臨時支出                        643,931

　　災害復旧事業費支出                         11,220

　　その他の支出                        632,711

　臨時収入                      1,055,996

業務活動収支                      1,779,725

【投資活動収支】                             －

　投資活動支出                      1,949,958

　　公共施設等整備費支出                      1,358,204

　　基金積立金支出                        530,026

　　投資及び出資金支出                            528

　　貸付金支出                         41,200

　　その他の支出                         20,000

　投資活動収入                        414,018

　　国県等補助金収入                        106,880

　　基金取崩収入                        164,504

　　貸付金元金回収収入                         37,600

　　資産売却収入                         27,120

　　その他の収入                         77,914

投資活動収支                    △1,535,940

【財務活動収支】                             －

　財務活動支出                        784,314

　　地方債等償還支出                        784,314

　　その他の支出                             －

　財務活動収入                        989,671

　　地方債等発行収入                        989,671

　　その他の収入                             －

財務活動収支                        205,357

本年度資金収支額                        449,142

前年度末資金残高                        315,395

本年度末資金残高                        764,537

前年度末歳計外現金残高                         21,978

本年度歳計外現金増減額                          5,254

本年度末歳計外現金残高                         27,232

本年度末現金預金残高                        791,769

全体資金収支計算書
自 令和2年04月01日

至 令和3年03月31日



注記 

1. 重要な会計方針 

（1） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産                     取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの  

取得原価が判明しているもの             取得原価 

取得原価が不明なもの               再調達原価 

         ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価格 1円としています。  

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの            取得原価 

取得原価が不明なもの               再調達原価 

      ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価格 1円と

しています。 

 

② 無形固定資産                      取得原価 

 

（2） 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的以外の有価証券 

市場価格のないもの     取得原価 

 

② 出資金 

市場価格のないもの        出資金額 

 

（3） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

販売用土地                        個別法による低価法 

 

（4） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産               定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

ア 建物      10 年～50 年 

イ 工作物      8 年～60 年     

ウ 物品       3 年～15 年 

 

② 無形固定資産                       定額法 

（ソフトウェアについては、町内における見込利用期間（５年）に基づく定額



法によっています。） 

 

（5） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体に対するものについて、

実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上し

ています。 

 

② 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴

収不能見込額を計上しています。 

 

③ 退職手当引当金 

退職手当債務から北海道市町村退職手当組合への加入時以降の負担金の累計

額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、北

海道市町村退職手当組合における積立金額の運用益のうち当町へ按分される額

を加算した額を控除した額を計上しています。 

 

④ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相

当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上してい

ます。 

 

（6） リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引 

（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりの

リース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きま

す。） 

  通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

  通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

② オペレーティング・リース取引 

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 



（7） 全体資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資

金の受払いを含んでいます。 

 

（8） 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

2. 重要な会計方針の変更等 

（1） 会計方針の変更                該当事項ありません。 

 

（2） 表示方法の変更              該当事項ありません。 

 

（3） 全体資金収支計算書における資金の範囲の変更  該当事項ありません。 

 

3. 重要な後発事象                         該当事項ありません。 

 

4. 偶発債務                                      該当事項ありません。 

 

5. 追加情報 

（1） 連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険病院事業会計 公営企業会計 全部連結 － 

簡易水道事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

公共下水道事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

国民健康保険事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

後期高齢者医療事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

介護保険事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

介護サービス事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

連結の方法は次のとおりです。 

地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

 

（2） 出納整理期間 

地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）

においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって



会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている

団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の

受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

（3） 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があ

ります。 

 

（4） 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

翌年度予算で財産収入として措置されている公共資産 

 

イ 内訳 

売却可能資産はありません。 

 



附属明細書

①有形固定資産の明細 （単位：千円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却
累計額

（E)

本年度償却額
（F)

差引本年度末残
高

（D)－（E)
（Ｈ)

 事業用資産 33,837,554 2,031,029 21,065 35,847,518 18,213,115 692,651 17,634,404

土地 2,288,041 5,559 20,723 2,272,878 - - 2,272,878

立木竹 2,330,532 - - 2,330,532 - - 2,330,532

建物 28,806,397 1,796,999 113 30,603,283 17,920,689 681,695 12,682,594

工作物 412,355 228,470 - 640,825 292,426 10,957 348,400

船舶 - - - - - - -

浮標等 - - - - - - -

航空機 - - - - - - -

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 229 - 229 - - - -

 インフラ資産 87,178,886 146,121 444,628 86,880,379 53,851,970 1,655,136 33,028,409

土地 2,182,823 2,567 628 2,184,762 - - 2,184,762

建物 735,716 - - 735,716 509,250 13,900 226,466

工作物 83,817,946 143,554 1,599 83,959,902 53,342,720 1,641,237 30,617,181

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 442,400 - 442,400 - - - -

 物品 3,065,446 49,078 50,530 3,063,994 2,569,427 70,758 494,567

124,081,886 2,226,228 516,223 125,791,892 74,634,511 2,418,545 51,157,380

１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細

区分

合計


